
わが国の権利擁護・虐待防止の現状、実践活動、各団体年次報告をまとめた！ 

 
  
 特集「DV 被害者支援の実際 これからの 10 年を考える」では、昨年施行 10 年

を迎えた DV 防止法における支援と今後の展望について、行政、社会福祉施設、

NPO 等による取り組みを紹介し、まとめました。 

 権利擁護・虐待防止活動を展開している行政、社会福祉法人、NPO 法人、専門

職、民生委員・児童委員等に役立つ内容です。 

 
体裁 A4 判 154 ページ／頒布価格 900 円（税込・送料無料） 

 
（掲載順／敬称略） 

Ⅰ．特集「DV 被害者支援の実際」 

  DV 被害者支援の現在 お茶の水女子大学名誉教授 戒能民江 

  鳥取県、盛岡市、婦人保護施設、母子生活支援施設、更生施設、NPO 法人からの実践報告。 

 

Ⅱ．権利擁護・虐待防止の 1 年の動向 

  児童分野    日本社会事業大学専門職大学院 准教授 宮島清 

  高齢者分野   立命館大学 教授 津止正敏 

  障害者(児)分野 埼玉県立大学 教授 朝日雅也 

  成年後見分野  最高裁判所、全国社会福祉協議会地域福祉部     等 

 

Ⅲ．活動報告 

里親支援の取り組み(大分県子ども・女性相談支援センター) 

災害時の障害者支援の取り組み(JDF みやぎ支援センター) 

災害時の日常生活自立支援事業の取り組み(仙台市社会福祉協議会) 

 

Ⅳ．権利擁護・虐待防止関係団体年次報告 

日本弁護士連合会、成年後見センター・リーガルサポート、日本司法支援センター（法テラス）、日本社会

福祉士会、日本介護福祉士会、日本精神保健福祉士協会、日本高齢者虐待防止学会、日本子ども虐

待防止学会、日本成年後見法学会、全日本手をつなぐ育成会、全国抑制廃止研究会、特養ホームを良

くする市民の会、CAP センター・JAPAN、全国女性シェルターネット、PAS ネット 

 

Ⅴ．関係資料 

  【児童分野】  児童相談所における児童虐待相談件数 等 

  【高齢者分野】 高齢者虐待対応状況に関する調査 等 

  【権利擁護分野】成年後見関係事件の概況、「日常生活自立支援事業」実施状況 等 

  【配偶者からの暴力に関する分野】 配偶者暴力相談支援センター相談件数 等  



権利擁護・虐待防止白書 2012 注文書 

FAX（03-3580-5721） 

   年   月   日 

全国社会福祉協議会 政策企画部 御中 

頒布価格 1 部 900円（税込・送料無料）を下記に送付、請求してください。 

○注文部数   [     ]部 

１．送付先住所 

〒     ―    

      都道府県           市町村 

                                 

２．請求書宛て先（施設・団体・学校名等）※フリガナをお書きください。 

                                   

                                   

３．振込み名義  

※上記請求宛名と異なる名義でお振込みの場合は、以下にカタカナで振込み名義をご記入ください。 

                                    

 

４．ご担当者様 ※フリガナをお書きください。 

                     様 

５．電話番号 

                       

６．FAX番号 

                       


